
7 市酎のスマート自治体化に向けた支援について

1 現状と課題

(1 )現状

県内における人口減少が進む中、自治体職員の労働力不足が今後益々深刻になるこ

とは明白であり、既存の業務の在り方を大胆に再構築する乙とは喫緊の課題です。そ

のため、全国的には多くの自治体において、最新の ICT技術 (RP A (Robotic 
Proc巴ssAu toma t ion，ロボットによる業務自動化)とA1 (人工知能))を活用し、より

効率的・生産的な自治体経営をB指すスマート自治体の実現に向けた取り組みが始ま

っています。

(2)課題・問題点

ICT技術 (RPAやAI)は専門性の高い分野であり、単独では導入に踏み切る

ことが図難な市町も多いため、三重県全体でスマート自治体化を進めていくためには、

技術内容や導入課題・効果、先進事例について県と市町が一体となって研究を重ねつ

つ、効果検証等を行い、導入効果を把握する必要があります。

2 令和元年度における取組内容

市町がスマート自治体化を進める上での課題等を共有しながら協議・研究を進め、県

全体でスマート自治体化が進むように気還の醸成を図りました。また、 RPAを効果的

に導入できるよう、業務の可視化や評価・分析の手法を明らかにしたうえで、 RPAの
導入効果を検証しました。

(1 )スマート自治体推進検討会議の運営

県と市町の地域づくり連携・協働協議会を活用し、 RPAやAIの導入に向けた基

本知識や効果性等についての認識を高められるよう、県と市町での研究・研修会を年

3回開催し、職員同士のネットワーク化にも貢献しました。

①第1回目 5月28日ωく)開催

0テーマ・つくば市のRPA導入における先進事例紹介等

②第2回目 7月11日(木)開催

0 テーマ:AI導入における先進事例紹介等

③第3回目 10月23日(水)開催

0テーマ:京都府におけるRPA'AIの導入事例紹介等

※第4回尽を3月16日(月)に開催予定でしたが、新型コロナウィルスの感染リス

クを勘案し、中止としました。

(2)業務可視化等モデル事業及びRPA導入マニュアルの作成

伊賀市と大台町にモデル団体として協力を仰ぎ、業務の可視化や評価・分析の手法

を取りまとめるとともに、 RPAの導入効果について検証を行いました。

また、他市町においてもRPA導入の際の参考となるよう、モデル事業の過程や結

果を基に、マニュアルを作成しているところです。
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①伊賀市のRPA導入効果

0検証内容

軽自動車の所有開始、廃車の際に住民から提出される申請書情報を既存システム

に入力する作業をRPAで自動化しました。

0年間推定効果

導入前には450時間かけていた入力作業を立生2畳間削減 (76%減)するこ

とができ、 RPAを導入することで職員負担の軽減に繋がることが分かりました。

②大台町のRPA導入効果t

0検証内容

腕がん検診の検診結果を既存システムに入力する作業をRPAで自動化しました。

0年間推定効果

導入前には 10 1持問かけていた入力作業を旦立堕園出盛 (82亙盤Lすること

ができ、 RPAを導入する乙とで職員負担の軽減に繋がることが分かりました。

3 今後の取組について

( 1 )スマート自治体推進検討会議の運営

県内市町におけるスマート自治体のさらなる促進を図るため、令和元年度に引き続

き、県と市町が一体となってRPAやAI等の導入に係る課題共有や先進事例の研究、

県内取組成果の共有等を進める検討会議を運営します。

(2) RPA人材育成支援事業

今年度のRPAの導入効果検証の結果、適切な業務に導入することで、業務時間の

削減が可能となり、職員の負担軽減に繋がるととが分かりましたが、 RPAを庁内展

開していくためには、操作を習得した人材や有効性を理解し、他業務にも展開・提案

できる人材が一定数必要です。そのため、令和2年度において、今年度作成したマニ

ュアルを活用して導入を検討してもらうとともに、研修等人材育成の支援を行い、人

材面から市町でのRPAの本格導入を後押しします。

(3) Society5.0を見据えたAI活用実証事業

AI技術の活用については一部実用化されており今後もさまざまな行政課題への活

用が進むと考えられるため、令和2年度においては、市町が抱える行政課題の解決を

図る実証事業等を複数市町と連携して行います。

ζうしたスマート自治体にかかる市町支援の業務については、生産性の向上と正確性

の確保を向上させた取組を県と市町がより一体となって進めるため、来年度から新たに

総務部に設置する「スマート改革推進課Jに移管し、効果的に取り紐んでいくとととし

ています。
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8 東京 2020オリンピック・パラリンピックの取組について

1 経緯

東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を契機として、県では聖

火リレーや事前キャンプ地誘致に取り組むことにより、多くの県民の皆さんがスポ

ーツに参画(する・みる・支える)するための機運醸成を図ることとしています。

県内の子どもたちをはじめ多くの皆さんが、聖火リレーの実施や事前キャンプで

の交流に「オール三重Jで何らかの形で参聞いただくことにより、来たる東京 2020

大会への期待はもとより、開催を翌年に控えた「三重とこわか国体・三重ととわか

大会Jの成功につなげていきたいと考えています。

2 現在の取組状況

( 1 )オリンピック聖火リレー(県内実施 :4 月 88~9 日)

本県のオリンピック聖火リレーの実施内容については、「多様性Jと「未来へ

の継承]を基本コンセプトとして三重県実行委員会において検討しており、ル

ートとならなかった市町も含めた全 29市町の皆様のご協力により運営準備を進

めているところです。

県内ルートについては、本県の自然や歴史的遺産・伝統文化等、各地域の多

様な麟カを国内外に発信するととを基本的な考え方として、 12市町の区間を選

定しました。

また、ランナーについては、障がいの有無、年齢、性別などのバランスに配

慮しながら多様な地域・分野から選定することを基本的な考え方として、県内

全市町から 1名ずつの公募枠ランナー (29名)と、県内出身の著名人・アスリ

ートや功労者等による推薦枠ランナー (24名)を選定しました。

現在、出発式やセレブレーション等のセレモニーや、沿道での応援等につい

て、各市町からいただいたご提案・ご要望に基づき、地域の魅力を発信するた

めの企画内容を検討しています。

なお、現在、新型コロナウイルスの感染拡大が懸念されているところですが、

本県の聖火リレーについては、東京 2020経織委員会が定める実施方針に従い、

万全な感染予防対策を講じながら運営準備を進めます。

(2 )パラリンピック聖火フェスティパル(県内実施:8 月 13 日 ~16 日)

パラリンピック聖火リレーは、開催都市(東京都)およびパラ競技開催 3県

においてはトーチで聖火をつなぐリレーが実施されますが、他の 43道府県につ

いてはリレー方式ではなく、「採火j など火にまつわるイベント(聖火フヱステ

ィパル)を各市町で実施することとなっています。

本県では、県内全 29市町が「採火Jを実施した後、それらを lつに「集火j

し、東京に向けた火の「出立J(県内集火・出立式)を行います。
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(3 )東京オリンピック・パラリンピック事前キャンプ地誘致

県では、昨年4月にカナダアーティスティックスイミングチーム、 10月にカ

ナダレスリングチーム、本年 1月に英国パラスイミングチームの事前キヤ 1ンプ

を受け入れました。事前キャンプ中、関係市町と連携し、各チームに対して充

実した練習環境や食事等を提供したほか、県内ジュニア選手との合同練習や学

校訪問など、県民の皆さんとの交流・歓迎事業を実施しました。

カナダの両チームからは f三重県のジュニア選手は非常に熱心だJrベジタリ

アンや食材アレルギーへのメニューの工夫に感謝している」など、また英国パラ

チームからは「ロボット型スーツの装着体験に感銘を受けたJr救急医療体制が

しっかりしていて安心した」などの評価をいただきました。

これらのほか、四日市市、伊勢市、志摩市においても、事前キャンプ地誘致

が決定しており、県の事前キャンプ受け入れ状況や課題を情報提供するなど、

当該市町と連携を図っています。

3 今後の取組

オリンピック聖火リレーについては、「オール三重Jで盛り上げ、より充実し

たものとなるよう、セレモニーの企画内容について検討するとともに、安全確

実に実施するために、交通規制・警備等の準備を進めていきます。また、乙れ

らの取組について、県民の皆さんに十分周知されるよう、積極的に事前広報を

行います。

パラリンピック聖火フェスティパルに関し、各市町においては「採火」の具

体的な実施方法について、県においては f県内集火・出立式Jの詳細について、

検討を進めていきます。

また、事前キャンプ地誘致については、本年度の事前キャンプを通して把握

した課題をふまえ、さらに各チームに満足してもらえるよう東京 2020大会直前

キャンプの受け入れ準備を進めます。

4 東京 2020大会のレガシーを三重とこわか国体・三重とこわか大会へ

東京 2020大会で盛り上がった機運はもちろんのこと、聖火リレー(フェステ

ィバ)1，，-)の取組で培われたスタッフ・ボランティア等の経験や安全・安心なイ

ベント運営のためのノウハウ、事前キャンフでの交流により育まれた人材や本

県ならではの心のこもったおもてなしなど、さまざまなレガシーを三重とこわ

か国体・三重と乙わか大会に受け継ぎ?、両大会の成功につなげます。

そして、それらのレガシーを次世代に長く継承していくことにより、スポー

ツを通じた「県民力を結集した元気な三重づくりJをめざしていきます。
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9 三重とこわか国体・三重とこわか大会の開催準備について

三重とこわか国体(第76図由民体育大会)・三重とこわか大会(第 21回全国障害者スポ

ーツ大会)の開催に向けては、市町や競技団体など関係者の協力等を得ながら、万全な準

備に取り組んでいます。

1 三重とこわか国体・三重とこわか大会の機運醸成について

( 1 )広報・とこわか運動(県民運動)の展開

県民の皆さんの参加につなげるために普及してきた「とこわかダンス」は、県内全

域に広がってきています。今後、「とこわかダンスコンテスト」を実施し、入賞者ヒ関・

閉会式等に出演いただくなど、「とこわかダンスJの盛り上がりを両大会につなげます。

平成30年9月から実施している「ととわか運動Jについては、「とこわかダンスJ

への取組やPRへの協力など、を中心に、 2月 29日現在 385件の登録をいただいてい

るところです。開催l年前となる令和2年度は、と乙まるを生かした商品化、クリー

ンアップ活動などの取組が活発に行われるよう働きかけていきます。

さらに、東京 2020大会で高まったスポーツへの関心が両大会につながるよう、 500
目前、 300日前などの節目を生かしたイベントなどを活用しながら、アスリートの活

躍やボランティア募集など、の情報を積極的に発信していきます。

(2)三重とこわか大会プレイベントの実施

三重とこわか大会の関心を高めるとともに、県民力を結集した大会へとつなげるた

め、三重ととわか大会から新しく正式競技となるボッチャの交流大会「三重とこわか

ボッチャ杯Jを令和2年度に開催します。交流大会は、 3人1紐のチーム対抗とし、

単独でのチーム参加を募るほか、地域や企業のボッチャ大会を予選会と兼ねて開催し

ていただくなど、大会への参加を広く呼びかけ、県民運動としての参画を促します。

また、三重とこわか大会において誰もが楽しめる情報環境を整備するため、本交

流大会において、 1CTを活用した支援ツールの実証実験を行い、導入に向けた課題や

効果を検証します。

2 僚・閉会式の準備について

(1)式典

岡大会の開・閉会式の式典については、平成 30年度に策定した「式典基本計画」に

基づき、今年度は、式典運営、演技、音楽、短火等、分野毎の内容をまとめた「式典

実施計画Jを策定しています。

具体的には、県内外から訪れる選手等に三重の魅力を発信し、お也てなしの心を伝

える演技プログラムや式典音楽の検討を行うとともに、選手の負担軽減や簡素・効率

化を図るため、式典時潤の短縮や参加者の構成・規模、天候不良時の対応等を検討し

ており、今年度末に式典実施計画としてまとめていきます。

また、前大会の期間中、選手を見守る矩火について、 トーチと受皿のデザインを検

討しています。

今後は、演技プログラムの詳細な演出の検言枠新規楽曲の制作等を行うとともに、

式典を円滑に開催するための運営方法の検討、矩火トーチや受皿等の制作を進め、簡

素でありながらも、記憶に残る式典の開催に向けて準備を進めていきます。
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(2)会場整備

今年度においては、開・閉会式会場(三重交通G スポーツの社伊勢陸上競技場)

における仮設物の配置や参加者動線等ピかかる基本設計に取り組んでおり、令和2年

度は、この設計をより具体化、詳細化するため、引き続き、伊勢市や県警、競技団体、

施設管理者等と調整を行いながら、実施設計に取り組みます。

(3)来場者管理

両大会の開・閉会式の来場者募集、受付、配席などを正確かつ円滑に行うため、来

場者管理システムの開発・運用を行います。令和2年度にシステムの開発を行い、令

和3年度には運用を開始し、来場者募集などを行う予定です。

(4)警備

両大会の関・開会式では、参加者の安全・安心のため、入場管理、車両規制、行幸

啓対応など、会場各所でさまざまな警備が必要であることから、先催県では、「参加

者誘導や雑踏対応j、「規制区域の設定j、「セキュリティのための本人確認J、「金属探

知機による持込物のチェック」、「緊急車両のルート確保J等が行われています。

本県においても警備対応を万全に行えるよう、令和2年度においては、県警等関係

者と相談しながら、警備計画の策定等を行います。

3 競技会の運営について

( 1 )市町への支援

¢競技別リハーサル大会補助金

三重とこわか思体の円滑な開催準備・運営に資するため、各競技の会場地市町が実

施する競技別リハーサル大会の運営経費に対して補助を行います。補助は大会の開催

に必要となる競技役員の交通費や競技用具借上料、仮設費等を補助対象とし、補助率

は1/2以内となります。なお本県では、令和2年度から令和3年度にかけて、 33競

技41種目でリハーサル大会が実施される予定です。

②市町競技施設整備費補助金

市町競技施設整備費補助金では、各会場地市町の整備計画や要望額等をヒアリング

しながら、各競技施設の整備に向けて必要とされる支援を行っています。(令和2年

度は 10市町への補助を予定)

(2)競技役員養成

(三重とこわか国体)

平成26年度から、競技の運営に必要となる審判員等の有資格者を養成・確保する

ため、競技役員養成事業を実施しています。本取組により養成呂標人数3，310人に対

して、平成30年度末現在で約2，700人を確保しており、引き続き、計画的に事業を

推進するとともに、開催年が迫るなか、各競技において必要となる役員が確実に養

成・確保できるよう取り組みます。

なお、本取組で養成された競技役員については、国体後において、地域スポーツの

振興や各競技の普及・促進に繋がるものとなります。
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(三重とこわか大会)

再互いすバスケットボールやボッチャなど全国障害者スポーツ大会特有の6競技にお

いて、審判員 235人を養成・確保するため、平成 29年度から競技役員等養成事業を

実施し、平成30年度末で 125人を確保しています。また、全競技の競技運営主管団

体を対象として、障がいに対する理解や全国衛害者スポーツ大会特有のJtールに関す

る研修等を実施しています。

今後も引き続き、計画的な審判員の養成・確保に取り組むとともに、円滑な競技運

蛍ができるよう競技役員のスキル向上を図っていきます。

4 開・閉会式及び競技会を通じた取組について

(1)宿泊

今年度は、宿泊施設を対象に説明会を開催し、両大会への協力を依頼するととも

に、宿泊施設を訪問して客室提供を依頼し、必要な客室の確保に向け取り組んでいる

ところです。令平日 2年度も引き続き宿泊施設への訪問等を行い、客室の確保を進める

とともに、各会場地市町と連携を図り配宿計画を作成します。

(2)輸送・交通対策

選手等参加者を安全・確実かつ円滑に輸送するため、三重とこわか国体の関・閉会

式及び三重ととわか大会全般の輪送実施計爾を策定することとしており、今年度は、

実施計画の骨子を作成しています。令平日2年度は、配宿計画等関連計画との調整を図

りながら、実施計画の詳絡を検討し、開催年度に計画を確定できるよう進めていきま

す。特に関・閉会式においては、両大会参加者と観光客がともに可能な限り円滑に移

動できるよう、県警、伊勢市、公共交通事業者等と相談・連携もしながら対応してい

きます。また、必要となるパスの確保にも取り組んでいきます。

(3)医事衛生

各会場に設置する救護所における医師・看護師等の確保のため、三重県医師会、三

重県病院協会、三重大学医学部附属病院、三重県歯科医師会、三重県看護協会を訪問

し、派遣等についての相談・協力依頼を行い表した。現在、まずは各郡市医締会を訪

問し具体の依頼・調整を行っており、引き続き医師・看護師等の派遣について、三重

県医師会等の協力を得ながら取り組んでいきます。

(医療従事者必要見込み者数調査(第一次)の結果)

医師 歯科医師 看護師

二重とこわか国体 279 14 437 

ニ重と乙わか大会 98 3 103 

合計 377 1 7 540 
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5 両大会を支える体制づくりについて

三重ととわか国体の総合開・閉会式、三重とこわか大会のリハーサル大会や梼・開会

式、競技会などで活動していただく、運営ボランティア、情報支援ボランティア、移動

支援ボランティアについては、令和元年 10月から募集を開始しています。

現在、ホームページやPR活動における情報発信やすでに広報ボランティア等に参加

していただいている方への呼びかけなと、の周知を行っており、今後さらに多くの方に参

加していただけるよう、聖火リレーのボランティアへの参加者をはじめ、企業や団体等

にも協力が得られるよう働きかけを行っていきます。

なお、情報支援ボランティアは令和2年5月から、運営ボランティアと移動支援ボラ

ンティアについては令和2年 10月以降から研修を行い、両大会に向けて着実に準備を

進めていきます。

6 開催経費節減に向けた取組について

両大会における開催経費については、今後、県や市町が行う実施設計や策定する計画

の成果をもとに、準備物の数量や必要人員などを具体化し、必要経費を積算していくこ

とになります。

これまでも、競技用具の共同購入等の経費節減を行ってきたところですが、今後は

異なる業務における重複の排除や数量の精査を行うなど、可能な限り、簡素・効率化

を心がけ、設計等に取り組んでまいります。
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10 競技力向上の取組について

1 現状

第 74回国民体育大会いきいき茨城ゆめ国体での本県の競技成績は、天皇

杯順位(男女総合成績) 14位、皇后杯順位(女子総合成績)20位となりま

した。

目標の 10位以内には及びませんでしたが、天皇杯順位は前年の 20位から

躍進し、入賞件数も昨年度のお件から 106件に増加するなど、乙れまでの

取組が少しずつあらわれてきました。

大会終了後、三重県競技力向上対策本部の専門委員会(ジュニア・少年選

手強化、成年選手強化、企業等連絡調整)及び対策委員会を開催し、有識、者

等の委員との協議を行うなかで、天皇杯・皇后杯を獲得した今年度の茨城県

の得点力などを分析するとともに、鹿児島包体や三重とこわか国体に向けた

本県の課題や強化の在り方について検討を重ねてきました。

2 課題

(1)少年種別の課題

-主に中学生を中心とした選手の県外流出を防ぐとともに、県外出身選手

の受け入れを進め、チーム体制を整える必要があります。

・これら三重とこわか国体のチームや、中心選手として活躍が期待できる

ターゲットヱイジに的を絞って、強化活動に取り組んでいく必要があり

ます。

( 2 )成年種目IJの課題

-団体競技や女子種別などを中心に選手が不足している競技も少なくない

ことから、選手の獲得を一層進める ζとが必要です。

-強豪チームを擁する大学や、実業団チームが少ないことから、有力なク

ラブチームへの支援を行うことも必要です。

・本県選手や獲得した選手が確実に実力を発揮できるよう、強化活動への

支援や選手の受け入れ環境の整備が必要です。
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3 今後の取組

(1)少年種別の強化

-選手の祭外流出を防ぐとともに、強化指定運動部を中心に県外からも有力

選手の受け入れを進め、こうした選手を中心とした三重ととわか国体に向

けたチームづくりを進めます。

・乙れらのチームや選手(ターゲットエイジ)が三重とこわか国体を勝ち抜

けられるよう、高等学校運動部強化指定事業などにより育成・強化を進め

るとともにJチームみえ・コーチアカデミーセンターの取総を充実させ、

指導者の資質向上や指導体制の充実に取り組みます。

(2 )成年種別の強化

・競技団体と連携し強豪大学等へのスカウト活動をさらに進め、県内企業の

協力を得て、選手が不足している団体競技、女子種別などを中心にトップ

アスリートの県内定着を図り、令和 3年4月に向け「チームみえJの完成

をめざします。

-三重とこわか国体を戦うチームとして競技団体が位置付ける企業・クラブ

チームに対しては、直接、重点的に支援を行うなどにより強化を実施しま

す。

-本県の選手や本県に定着したトップアスリートに対し、競技団体が実施す

る強化活動について、チームの完成度や、取組の計画性、効果等を定期的

に確認しながら、適時・的確に支援を行います。

-競技への出場及び高得点の獲得に不可欠となる競技用具等について整備を

進めるほか、選手やチームの活躍を広く発信することで、選手が所属する

企業・団体から強化活動参加への配慮や応援などを受けられるようにする

など、選手の競技・練習環境の確保を図ります。

令和 2年度は、「三重県競技力向上対策基本方針Jにおいて位置付けた躍進

期の 2年目であり、三重とこわか国体の開催がいよいよ翌年に迫る中、鹿児島

国体で目標とする男女総合成績 10位以内を獲得するため、乙れら各競技団体

の現状に即した効果的な強化対策に着実に取り組み、三重とこわか国体での天

皇杯・皇后杯獲得を確実なものとしていきます。
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11 特定地域づくり事業推進法の施行について

人口急減に直面する地域において、就労等を通じて地域社会の維持、活性化に寄与

する人材の確保を支援する新たな法律が令和2年6月4日に施行されます。

1 法律名 地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に慢す

る法律

2 施行日 令和 2年6月4B (公布日 令和元年 12月4日)

3 概要

( 1 )目的

過疎地等の若者が都市部へ流出するのを紡ぐとともに、移住者を増やすため、

地域の若者や移住者を雇い、地元事業者へ派遣する事業協同組合の設立・運営

を支援することを呂的としています。

(2 )対象地域人口急減地域

地域人口の急減に直面している地域が対象とされ、詳細は今後総務省より示

されるガイドラインに示される予定ですが、過疎指定を受けている地域や過疎

地域と同程度の人口減少が生じている地域が想定されています。

( 3 )実施主体 特定地域づくり事業協同組合

事業者が中小企業等協同組合法に基づ、いて設立した事業協陪組合が実施主

体となります。

(4 )実施事業 特定地域づくり事業

人口急減地域において、特定地域づくり事業協同組合が職員を雇用し、季節

ごとの労働需要等に応じてその織員を地域内の事業者に新たに派遣する事業

を実施します。

【想定される事業例】

特定地域づくり事業協同組合が、都会からの移住者や地域おこし協力隊のO

B.OGを正規職員として雇用し、夏はA旅館、秋はB農園、冬から春はC水

産というように各事業者の年間の労働需要に応じて職員を新たに派遣する事

業が想定されます。

( 5 )財政支援 特定地域づくり事業推進交付金(国交付金 2年度予算5億円)

組合運営費(派遣職員人件費十事務局運営費)の 1/2を市町が財政支援し、

その 1/2が国交付金の対象となります。

【実質の負担害IJ合.組合 1/2、国 1/4、市町 1/4】(別紙参照)

( 6)都道府県の役割

特定地域づくり事業協同組合の設立認可、特定地域づくり事業計画の認定、

組合運営に関する霊長督指導が都道府県の役割となります。
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4 今後のスケジュール

3月~ 省令公布・ガイドライン・補助要綱等の発出

4月~ 地方向け説明会

6月 法律施行

組合設立希望調査
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13 熊野古道世界遺産登録 15厨年の報告について

熊野古道世界遺産登録 15周年となる今年度は、 15周年を盛り上げるための

記念事業を実施するとともに、 3つの基本方針、(1 )インパウントを含む国内

外からの誘客、(2 )子ども・若者など次世代育成による伝統と文化の担い手づ

くり、(3 )住む人にも訪れる人にも魅力的で持続可能な観光地域づくりに基づ

き取組を展開しました。

また、昨年度から産業分野で交流を進め、世界遺産の巡礼道を有するという

共通点を持つ (4)スペイン・バスク自治州との連携を進めていきます。

1 今年度の取組

<熊野古道世界遺産登録 15周年記念事業>

① キックオフイベント(7月 7B) 

熊野古道センターにおいて、保全の功労者表彰、パネルディスカッシ

ョン等を実施 参加者:約 500人

② 熊野古道ウィーク(10月 26日から 11月 17日)

市町や関係団体がシンポジウムやウォーキング等を集中的に開催

③ フィナーレイベント fKUMANOKODO FestaJ (12月 21日)

熊野市文化交流センターにおいて、小中高校生が地域の魅力を発見す

る活動の成果発表等を実施 参加者:約 200人

( 1 )インバウンドを含む国内外からの誘客

① 世界遺産登録 15潤年記念シンポジウム(10月 23B) 
三重、和歌山、奈良の紀伊半島三県が連携し、首都圏の銀座フェニッ

クスプラザにおいて、熊野古道の魅力を PRするシンポジウムとして、

基調講演、記念トークセッションを実施 参加者:180人(旅行事業者、

メディア、その他事業者など)

② インバウンド向け情報発信

中部経済連合会等と連携し、英語で観光ルートを紹介する記事、動

画を情報発信

( 2 )子ども・若者など次世代育成による伝統と文化の担い手づくり

① 小中学生を対象とする取組

世界遺産塾として「紀州鉱山と入鹿鍛冶j 等 3回開催 参加者:66人

② 高校生自らの企画による取組

尾鷲高校生県内 ALTを馬越峠に案内 参加者:19人

木本高校生 松本峠等を巡るツアー(5コース)を開催 参加者:84 
人(県外含む)

※小中高校生の参加者たちは、フィナーレイベントでそれぞれの取組の成

果を発表
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( 3 )住む人にも訪れる人にも魅力的で持続可能な観光地域づくり

'① 熊野古道世界遺産登録 15周年事業実行委員会の体制強化

東紀州 5市町から南部地域等 15市町に地域を拡大。行政のほか、観

光潟係団体、商工関係団体、農林水産関係団体、旅館業組合、観光施設、

食品弱連企業、 NPOなど民間企業・団体等 206団体が参加

② サポーターズクラブの活動

5/26女鬼峠 16人、雨天により 4回中止

③ 秋の熊野古道伊勢路一斉保全活動

熊野古道ウィーク前の 10月 19日に馬越峠など 12カ所で 100人が参

加する初めての一斉保全活動を行う予定だったが、警報発令により中止

( 4 )スペイン・バスク自治州との連携

① 「世界遺産の巡礼道を活かした協力・連携に関する覚書」の締結

巡礼道の保全・振興に関わる関係者の交流や互いの巡礼道の魅力発信

により、「熊野古道伊勢路」の保全と活用の取組を一層充実させていく

ことを白的に、スペイン・バスク自治州との間で覚書を締結

期日:令手口元年 11月 7日

場所:バスク自治州ベアサイン市 イガルツァ歴史的建造物群

② 「サンティアゴ・デ・コンポステーラの巡礼路・バスクの道J写真展

期日 (ア)記念講演・・.3月 15B (日) 13 時 30 分~(予定)

NPO法人日本カミーノ・デ・サンティアゴ友の会の森岡朋子

理事による講演会

(イ)写真展・・・ 3月 15日から 4月 5Bまで(予定)

場所:熊野古道センター

2 成果と課題

( 1 )成果

. 15周年事業実行委員会には東紀州地域内外から多様な団体・企業の

参加があり、従来の枠組を越えたネットワークを新たに構築できた。

.キックオフイベントを通じて熊野古道の価値を再認識するとともに、

保全の重要性が再認識できた。

-次世代を担う小中高校生が、東紀州地域の価値や魅力を発見し伝え

る取組により、郷土への誇りと愛着心を育むきっかけになった。高

校生の企画に地域が協力し一体となって実施した。

-バスク自治介!との間で覚書を締結し、世界遺産の巡礼道を生かした相

互の情報発信と交流に取り組むこととした。

( 2 )課題

・熊野吉道来訪者数の伸び悩みと和歌山県側とのインバウンド受入環境の

格差解消

. 20周年に向けて持続可能な観光地域づくりを進めるため、 15周年事

業実行委員会のネットワークの生かし方と次世代の育成

-保全活動の新たな担い手づくり

-スペイン・バスク自治外!との連携による民間交流の促進

/ 
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3 来年度の展開

( 1 )観光振興への注力

-地域の稼ぐ力を高め持続可能な観光地域づくりを進めるため、 4月か

ら東紀州地域振興公社を一般社団法人として観光振興の体制を強化

-和歌山県、田辺市熊野ツーリズムビューローとの連携強化によるイン

バウンド誘客の促進。伊jえば、旅行ルートの作成システム導入によるア

クセスの利便性向上など、外国人が県境を越えて東紀州地域を訪れやす

くなる環境づくりを実施

・マリオットホテル(御浜町)やV1 S O.N (多気町)のオープンの機

会を捉え、南部地域活性化基金を活用するなど東紀州地域の枠を越え

た施策を展開

( 2 )次世代育成・ネットワークゴくり

. 20周年に向け、熊野吉道や地域の価値と魅力を継承する入づくりを継続

(小中高校生を対象)

. 15周年で構築した実行委員会ネットワーク (206団体)を活用した

地域の取組への参加の呼びかけ

-協力企業の拡大などによる保全活動の新たな担い手づくり

( 3 )バスク自治州との協力・連携の深化

-相互の道のイ高値の向上を目的に、特に保全国体や若者など民間同士の交

流を促進

( 4 )紀北・紀南交流拠点施設の活用促進

.4月 1日から有料化予定の熊野古道センターの大ホール、小ホールの活

用促進

-月間の客室稼働E容が 80%前後で推移するなど良好な経営状況が続く

熊野倶楽部と地元市町との地域協働の継続

( 
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14 審議会等の審議状況について
(令和元年11月25日~令和2年2月16B) 

審議会等の名称 二重県土地利汚審査会

開催年月日 令和 2年 1月28日

委員
会長 浅野純一郎

委員 駒田真人 イ也 5名

諮問事項 なし

委員改選に伴う会長・会長職務代理者の選出並びに委員

調査審議結果 への二重県土地利用審査会の概要及び地価動向の説明を

行った。

備考
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